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報　告　及　び　届　出

1　治 ゆ 報 告
(1)　治ゆの定義　

傷病が「なおったとき」とは、傷病が完全に治ゆした場合だけでなく、症状が固定（残存する症状が自然的経過によって到達すると認められる最終の状態）し、もはや医療効果が期待できなくなったとき（医学上一般に承認された治療方法によっては傷病に対する治療の効果を期待し得

ない状態（療養の終了））をもいうものです。

　　　　　　ここにいう「治療方法」には、実験段階又は研究的過程にあるような方法は含まず、「医療効果が期待できなくなったとき」には、投薬・理学療法等の治療により一時的な症状の回復がみられるにすぎない場合を含みます。

(2)　治ゆ報告

公務災害又は通勤災害で療養していた者が、(1)により治ゆしたときは、速やかに任命権者を経由して基金支部へ「治ゆ（症状固定）報告書」を提出しなければなりません。

治ゆの報告がない場合でも、基金支部において調査した結果により、治ゆと判断したときは、治ゆの認定を行うことがあります。

(3) 　治ゆ後の取扱い

治ゆ後、疼痛等の症状が残存するため、いわゆる対症療法が行われる場合には、再発したと認められる場合のほかは、地方公務員等共済組合法に基づく療養の給付を受けられます。

2　療養の現状報告（規則第35条の2・規程第24条の3）
公務災害又は通勤災害で療養している者は、療養開始後1年6か月を経過した日において、その傷病が治っていないときは、その日から1か月以内に任命権者を経由して基金支部へ「療養の現状等に関する報告書」を提出しなければなりません。

なお、基金支部は、この報告に基づいて、傷病補償年金に該当するかどうかを決定することとなります。

3　年金受給権者の定期報告（規則第36条・規程第25条）
傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金の受給権者は、毎年1回、2月中に、その現状について、任命権者を経由して基金支部へ、現状報告書を提出しなければなりません。（基金支部が、必要ないと認めたときを除きます。）

4　援護金受給者の定期報告（規程第31条の6・第31条の7）
奨学援護金及び就労保育援護金の受給者は、毎年1回、4月中に、その現状について、基金支部へ現状報告書を提出しなければなりません。（基金支部が必要ないと認めたときを除きます。）

5　年金受給者等の届出（規則第37条）
(1)　年金受給者の届出

傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金の受給権者は、次の事項の変動があったときは、遅滞なく、基金支部へ届け出なければなりません。

· 氏名又は住所を変更したとき

· 傷病補償年金受給権者　　治ゆしたとき又は障害の程度に変更があったとき

· 障害補償年金受給権者　　障害の程度に変更があったとき

· 遺族補償年金受給権者　　失権したとき、受給資格者の数が増減したとき又は受給権者が妻のみの場合で55才に達する、障害状態となる、障害状態がなくなるのいずれかの変動があったとき

(2)　補償の受給権者の遺族の届出

補償を受ける権利を有する者が死亡したときは、その遺族は、遅滞なく基金支部へ届け出なければなりません。

6　第三者行為災害に関する届出等
(1)　第三者行為災害届
被災職員は、公務災害又は通勤災害の認定請求を行う場合、その災害が第三者の不法行為によるものであるときは、第三者行為災害届により、次の事項を基金支部へ届け出なければなりません。

　　・加害者に関する事項　（加害者の住所、氏名、年齢等）

・加害者以外の損害賠償責任者に関する事項（加害者が業務中であった場合の使用者等、加害者
以外に損害賠償責任があると思われる者の住所、氏名等）

・損害保険に関する事項　（第三者の自賠責、任意保険）

・第三者からの損害賠償の受領状況に関する事項

・その他

(2)　誓約書
被災職員は、第三者加害事案において、相手方と独断で示談をしない旨の誓約書を基金支部へ提出しなければなりません。
これは、補償と損害賠償の二重取得を防止し、相手方と適正な示談が結ばれるよう基金の承諾の下に示談を行うことを約させるため提出を求めるものです。また、基金が補償を行った場合、その損害賠償請求権を基金が代位取得することを被災職員が理解することも目的としています。
(3)　事実確認書
第三者加害事案においては、事故等の事実関係について、第三者と共通認識をもつことが、示談交渉等にあたり、重要となります。事故等の事実関係を正確に把握するため、第三者に事実確認書を記載してもらい、基金支部へ提出してください。

なお、第三者に事実確認書を記載してもらうことができない場合、基金支部へ相談の上、任意

　　　様式に提出できない理由を記載して、基金支部へ提出してください。

(4)　第三者加害行為現状（結果）報告書
被災職員は、第三者加害事案において、次の場合には、基金支部へ報告書を提出しなければなりません。

・災害発生日から6ヶ月経過して示談が成立していない場合（以後、6ヶ月を経過するごとに）

・示談が成立したとき

・治ゆしたとき

なお、最終的に示談が成立した場合は、第三者加害行為現状（結果）報告書に示談書の写しを添付し、必要事項に記入があれば、(5)の損害賠償の受領状況報告書を省略しても差し支えありません。

(5)　損害賠償の受領状況報告書
被災職員は、第三者加害事案において損害賠償を受領したときは、損害賠償の受領状況報告書により、次の事項を基金支部へ報告しなければなりません。

・受領年月日

・受領金額（その内訳を、相当する補償事由ごとに明らかにすること。）

・示談書の写（最終的に示談が成立したときに添付。）

これは、被災職員が損害賠償を受けることにより、その部分について、基金が免責される事務を行うため提出を求めるものです。

7　転 医 届
医療上の必要又は勤務上の必要等により転医する場合に提出してください。

なお、医師の指示による場合は、医師の証明欄に証明をもらってください。

　恣意的な理由による転医の場合などには、必要な療養と認められないことがあり、補償の対象とならないことがありますので注意してください。
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